
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護離職増加 仕事と介護の両立には 

Tasaka tax accountant office 

いつもお世話になっております。 

新たな年を迎え、皆様にとってご多幸がありますようお祈りいたしております。 

本年も変わらぬお付き合いをお願い申し上げます。 

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。 
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◆介護離職者は年間 10万人超 

 厚生労働省の雇用動向調査によると 2022 年

の介護を理由とした離職者は 106,000 人、その

うち男性は 26,000 人、女性は 80,000 人、女性

が多いのは夫婦で収入の少ない女性が介護を担

うケースが多いからと思われます。年齢別では

男女とも 55 歳～59 歳が最も高い層です。一方、

働きながら介護をする人は 365 万人、10 年間 

で 70 万人増加、働く人の 5％に達しています。

仕事と両立しながら介護する男性は 55 歳～59

歳が最も多く 87.8％、女性では 40 歳～49 歳が

68.2％と最も多い層です。 

 

◆介護休業とは 

 原則として育児介護休業法に基づき「要介護

状態」の家族を介護する会社員は「介護休業」を

取得することができます。 

 要介護状態とは負傷、疾病などにより 2 週間

以上常時介護を必要とする状態を言います。対

象は配偶者、父母、子、配偶者の父母、祖父母、

兄弟姉妹、孫です。 

 休業できる期間は対象家族 1 名につき要介護

に至るごと 3 回、通算 93 日まで利用できます。

休業予定日を会社に申し出る必要があります。 

 また介護休業取得の期間、無給であれば雇用

保険被保険者は「介護休業給付」が休業開始前

の給与水準の 67％支給されます。 

◆制度の利用者は少ない 

 介護離職を防ぐため国が設けたのが「介護休

業」制度です。しかし介護休業制度利用者は厚

労省の調査でも数パーセントということです。

なぜ利用が進まないか、介護をしながら働く人

に理由を尋ねると最も多かった回答は「勤務先

に制度が整備されていない」というもので 37％

ありました。 

 介護休業は国で定めた制度なので権利がな

いということはなく、要件を満たせば取得でき

るものです。周知不足による制度を知らないと

いう回答も 3 割はいるそうです。一方には会社

としてあまり浸透してほしくない気持ちもあ

るかもしれません。 

 中小企業では両立支援助成金の介護離職防

止支援コースが申請できます。介護休業を取っ

た時、代替要員を雇用した時、所定外の労働時

間制限や、時差出勤、短時間勤務制度などプラ

ンに基づいて行われた時は助成金が受給でき

ます。制度利用させるときは助成金を利用して

みてはどうでしょう。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆令和 5年 10月 31日付国税庁の周知依頼 

 インボイス制度を機に免税事業者からインボイ

ス発行事業者として課税事業者になった事業者に

は「2 割特例」という 3 年間の納税の経過措置が設

けられています。 

 これに関して、国税庁から、「インボイス発行事

業者の登録申請書のほか、インボイス制度開始の

日（令和 5 年 10 月 1 日）を含む課税期間に係る

『消費税課税事業者選択届出書』を提出している

場合には、課税時間の末日までに『課税事業者選択

不適用届出書』を提出しないと 2 割特例が適用さ

れなくなるから要注意!!」ということを周知しても

らうよう日本税理士会連合会宛に依頼がありまし

た。 

 

◆何らかの理由で選択していたら再度検討を 

 インボイス制度を機に免税事業者からインボイ

ス発行事業者として課税事業者になる場合には、

インボイス発行事業者の登録申請書を提出すれ

ば、インボイス制度開始の日（令和 5 年 10 月 1 日）

からインボイス発行事業者となり、同日から課税

事業者となっています。同日からの適用であれば、

「消費税課税事業者選択届出書」の提出は不要で

した。しかしながら、何らかの理由（＝たとえば、

令和 5年 10月 1日より前に設備投資等がありその

消費税還付目的があったなど）で、「消費税課税事

業者選択届出書」を提出していた場合には、国税庁

からの周知にある追加手続きをすべきか否か、再

度、納税額のシミュレーションをし直して、対応を

確認する必要があります。 

予定通り設備投資等がなされていれば当初の選択

通りでよいかもしれませんが、経済事情の悪化等で

設備投資が先延ばしされていた場合などには、見積

納税額の計算のし直しが必要となるでしょう。 

 

◆ギリギリまで検討できるが早めに対応を 

通常、消費税の課税選択等の適用申請は、適用を希

望する「課税期間の初日の前日までに」とされていま

す。 

しかしながら、経過措置関連では、「課税期間の末

日までに」という措置が取られており、今回の「2割

特例適用のための『課税事業者選択不適用届出書』の

提出も課税期間の末日までに」とされています。 

どちらが得なのか、損をしないのかのシミュレー

ションをする時間は課税時間の末日まであります

が、通信環境システムの不具合などで遅れることの

ないように、早めに対応した方が良いでしょう。 
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2割特例の適用に「不適用届出書」提出が必要な場合がある 

 

 

田 坂 税 理 士 事 務 所  http://www.tasaka-tax.com/ 
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